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JUL.37号
政治を動かす・未来を動かす

【市毛】　本日は、政界、
経済界、弁護士会でリー
ダーとしてご活躍の女性
三名にお越しいただき、
それぞれのお立場から我
が国の男女共同参画の現
状や課題などをお話しい
ただきます。
この一年、安倍内閣が
成長戦略の柱に女性が輝
く社会というキーワード
を掲げ、著名企業における女性役員の就任がたびた
び話題になるなど、ダイバーシティ（男女共同参
画）の推進という面で、経済界は、一歩も二歩も進
んだ感があります。岩田さんには経済界のお立場か
ら、この実際をお話しいただきます。
他方で、日本のジェンダーギャップ指数は最新の
数字で、136か国中105位と順位を落としているのが
実状でして、特に女性議員の比率の低さは世界の水
準と比べて大きな問題と言われています。千葉さん

には政界のお立場から、政治の場面での現状と課題
はどうなのかをお話しいただきます。
さらに、石田さんには弁護士会のお立場から、現

状、課題等について語っていただきます。
まずは、元法務大臣で、政治の世界で活躍されて

きた千葉さんからお話しいただきます。
【千葉】　千葉景子でございます。私は、もともと弁
護士として社会との関わりを持っておりました。当
時の私の感覚としては、政治は社会の一部であって
遠いものではない、だからといって自分がその中で
仕事をすることも想像できないという印象を持って
いました。そんな折、弁護士として活動するうちに
お知り合いになった方々から、ひとつ政治の場に出
てみないかと、そのようなご相談があったものです
から、何も知らないが故の強さといいますか、
ちょっとつんのめって政治の世界に足を踏み入れる
ことになりました。そんな状況でしたので、私は、
皆さんの思いや声を体現して一生懸命頑張ればいい
のではと、あまり肩に力を入れずに政治と関わって
きたと思います。ちょうど、男女雇用機会均等法が
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作られた時期でしたの
で、女性の声を背負って
政治の場に出た。女性に
関する課題への取組、こ
れが私の使命なのかなと
思い、男女共同参画基本
法やDV法の制定に力を
入れてきたわけです。
しかし、政治に関して
いえば、なかなか女性が
順調に参画するという状
況にはならず、残念ながら先ほど言及があった指数
のとおり、世界的に奇異な状況に陥っています。男
性がいて、女性がいて、子どもができて、子育てを
して、そういう社会をそのまま政治が担っているわ
けです。やっぱり、社会で当たり前のことが政治で
も当たり前でないと、良い政策にはつながらないと
思いますので、政治も、女性が普通に活躍できる場
でなくてはいけないなと思います。そのために、ま
た私も力を尽くしていければと思っております。
【市毛】　次に、現在21世紀職業財団の会長をなさっ
ている資生堂元副社長の岩田喜美枝さんお願いしま
す。
【岩田】　私が学生だったときは、クラスメートの男
の子達には求人案内が段ボールでいくつも来ている
のに、自分には一通も来ないという時代でしたの
で、企業で働くのは諦めました。それで公務員試験
を受けたわけですが、毎年女性を採っているのは労
働省だけだった。特別、労働行政をやりたかったわ
けではなかったのですけど。そういう経緯で1971年
に労働省に入りました。労働省を退職した2003年当
時は、勧奨退職というのが当たり前で、次官候補を
残しつつ、次のポストを関係団体に用意した上で一
人ずつ50歳位からだんだん退職勧奨していく。私に
も、56歳の時に退職勧奨があって、次のポストはこ
れですというオファーがありました。その時ちょっ
と待てよ、学生時代には就職活動もろくにできな
かったけれど、今なら企業で働けるのではないかと
思って、その話をお断りしました。仕事を通じて知
り合った経営者何人かに、採っていただけないかと
いうお話をして、資生堂に採っていただいた。これ
が入社の経緯です。
会社で女性の活躍がなぜ必要かというと、その会
社を強くするためだと思っています。日本でたくさ
んの会社をみてきましたけど、本来もっと活躍でき
るはずの女性たちが女性であるという理由とか子ど
もがいるという理由で十分活躍できていないことが
多い。経営の観点からは非常にもったいない。ま

た、多様性は企業の力になる。これは性別に限らな
いのですけど、多様な社員が活躍している会社の方
が強いというのは直観として分かりやすい。弊社の
ような消費財メーカーだとそれが顕著です。消費者
市場は、それを構成する人々がいろんな属性や嗜好
を持っていて多様です。とすれば、自分の会社にも
消費者市場を鏡に映したような多様性を持たせた方
が、当然そのニーズを多くつかめる。男性だけのモ
ノカルチャーな会社じゃなくて、いろんな人が混
ざっている方が、価値観、発想、経験、知識、人脈
などが多様です。そういう会社の方が変化する経営
環境の中で柔軟な対応により存続することができ
る、また、新しい価値を商品やサービスとして提供
できる。このようなことから、会社を強くし、成長
させるためには、女性の活躍が必要だと思うので
す。
男女雇用機会均等法ができたときの日本では、

「差別をしてはいけない。男女に機会の均等を保障
しなさい。」という議論だったので、企業はあまり
乗ってこなかった。その後、日本の人口が減少局面
に入り、それを量的に補うために女性労働力という
議論になった。しかし、足元で雇用の余剰感を20年
近く抱えてきた企業にとって、人口減少もやはりピ
ンとこない。しかし最近では、女性が活躍すると企
業が活性化する、成長する、経済全体が回りだすと
いう議論になった。そういうことで企業がようやく
本気になったと、そんな感じですね。
【市毛】　ダイバーシティを経営戦略と位置付けたら
動き出したということですね。それでは、今年度の
日弁連副会長兼大阪弁護士会会長の石田法子さんお
願いします。
【石田】　38年間、弁護士をしており、134年の大阪
弁護士会の歴史の中で、初めての女性会長になりま
す。4, 000人以上の会員を抱える弁護士会は東京 3
会と大阪の 4会ですが、女性の会長職は過去、二弁
にひとりだけと、まだ少ない状況です。
かくいう私も最初から会長職を志していたわけで

はなくて、どちらかというと会務は面倒だと思って
いました。若い時から女性の問題に関心があって、
弁護士になってからもそれに取り組んでいました
が、弁護士会の委員会活動はとにかく時間がとられ
るし、議論は難しい、こんなのついて行かれへんわ
と、むしろ女性の民間グループの人たちと一緒に活
動していました。すごく勉強になったし楽しい活動
でした。
ところが、一緒に活動していた人たちに、「私た

ちのような小さな民間グループの活動や意見はマス
コミが取り上げることは少ないし、影響力も小さ



benseiren  news

3

い。それに比べて弁護士
会は発言力もあるし影響
力もある。弁護士会で
も、活動して、私たちの
思いを伝えてほしい」と
言われて、「ああそうな
んや」と、目からうろこ
が落ちる思いというか、
弁護士会には、そんな役
割があるんだと気づい
て、40歳くらいの頃か
ら、会務を中心にやるようになりました。
大阪弁護士会でも日弁連でも、専ら人権擁護委員
会で活動して、副委員長、委員長を経験してきまし
た。平成13年度に、大阪弁護士会の副会長をしまし
たが、この時は非常に悩みました。初の女性副会長
ということになりますので、ロールモデルもいない
し、子どもは中学受験だし、大阪の場合、会長も副
会長も仕事が一年間丸々できませんので、収入激減
だし、と、やらない理由はいくつもあるのに、やる
理由が見つからない。そんな時に、先輩の男性弁護
士から、「女性というこれまでの執行部に異質なも
のが入ったら風通しがよくなるかもしれないから、
やってみれば」と言われて、それなら意味があるか
なとチャレンジしました。
私一人だけでなく、そのあとに 5人の女性副会長
が続いてくれたので、弁護士会の発想や行事の仕方
とか、そんなのも少しずつ変わってきたと思いま
す。先ほど岩田さんから多様性が大事だというお話
がありましたけど、本当にそう思います。役員が男
性ばっかりだったときは当たり前のように行われて
いたことが変わったり、気付かなかったことに気が
付いたり、少しずつ小さなことからでも変わってき
ていると思います。
そこから、さらに、いろんな役職をやって現在に
至るわけですが、なぜ弁護士会の会長をやろうかと
思ったかというと、最初に言ったように134年の歴
史がありながら、ただの一人も女性がいないのはお
かしい。弁護士会は人権の擁護と社会正義の実現と
いうことを日頃から外に向けて発信しているのに、
中では男女共同参画が遅遅として進まない。私がや
らなければ、あと 5年、10年くらい会長になろうと
いう女性はいないだろう、それなら今やるしかない
なという思いがありました。今、大阪弁護士会には
700人以上の女性会員がおります。私が登録した時
には、会員の3. 2％しか女性会員がいなかった。現
在は17. 7～ 8 ％ぐらいはいる。そういう状況なの
で、女性役員を期待する声が広がってきたことも非
常に大きな力になりました。幸い、私が所属する大
阪弁護士会の会派は、候補者に選挙費用を一切負担

させないという会派ですので、経済面でも、立候補
しやすかったこともあります。
女性が弁護士会の役員になる意義は、いくつかあ

ります。さきほどの風通しの話じゃないですが、女
性が意思決定機関にいることが当たり前になり、次
の世代もそれに続けば、女性弁護士の働きやすい環
境を作り出せる、また、社会が求める弁護士の役割
という点からも、女性弁護士が果たせることは多い
し、女性弁護士が求められている場所、業務の拡大
という点でも、弁護士会としてそれに対してどう対
処していくか考えるときには、やはり女性の役員は
必要だと思います。
【市毛】　弁護士会の役員になってみて、女性弁護士
の期待されている場はまだ沢山あり、そのためにや
るべきこともあることが見えてこられたのですね。
いろんなキーワードが出てきましたが、各界の現状
と課題について、自由にご発言ください。自由にや
り取りしていただければと思います。
【岩田】　女性の活躍を議論するとき、私は、いつも
二軸が必要だといっているのですけど、一つは子育
てなどとの兼ね合いで仕事が続くかどうか。そし
て、もう一つは、ただ仕事が続くのではなく、キャ
リアを重ねて活躍できるかどうか。どっちかだけだ
と女性の活躍とはいえない。
二つの軸で国際比較しながら日本の現状を見てみ

ると、まず、育児期に仕事を続けられるかどうかと
いうことなのですが、年代別就業率グラフがＭ字型
カーブなのは日本と韓国だけです。他の国では、女
性が育児期に仕事を辞めたりしないからＭ字になら
ない。それからもう一つ、キャリアアップの方で
す。管理職に占める女性率は日本と韓国だけ一割な
んです。他の国は大体三分の一、中にはフィリピン
のように五割を超える国もある。一割とは、本当に
悲しい数字です。取締役クラスだともっとひどい。
取締役の女性比率が多い国から並べると、一番多い
国はノルウェーで、44％なんですね。日本は、後ろ
から数えて五番目で 1％です。日本の後ろ四か国は
湾岸諸国です。女性は、外出するときにヴェールを
かぶらないといけない。運転免許が取れない。そう
いう国しか日本の後ろにいないんですよね。二つの
軸で考えたとき、日本における女性の活躍というの
は恐ろしいほど遅れています。
じゃあ変化がないかというと、実はそうではな

い。特に大手企業の変化は著しい。第一の仕事の継
続の軸ですけど、これは育児休業法があったり、次
世代育成支援対策推進法があったり、制度が整備さ
れている。大手企業では出産育児を理由に辞めると
いうことはまずなくなっています。資生堂も、とっ
くに出産退職、育児退職はなくなっています。女性
が仕事を継続できるようにはなっている。これは変
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わってきているところだと思いますね。管理職・役
員は相変わらず少ないのですけど、育成して増やそ
うという意識はトップにあって、安倍政権のスロー
ガンが背中を押していると思います。それから男女
雇用機会均等法一期生が50歳くらいになって、ちょ
うど役員適齢期になります。ですから、真面目に女
性を雇って育成して評価している会社は、そろそろ
役員の候補者が出てくるそういうタイミングでもあ
ります。今年の春、いくつもの企業で女性初の執行
役員が登用されたというニュースも出ましたとおり
です。
そういった大手企業においても、残された課題は
いくつかあるんですけど、最大の課題は働き方の常
識が男性型であるということです。今のままだと、
女性は働き続けてもキャリアアップができないんで
す。男性型のスタンダードに女性は合わせられない
からです。かつて、アメリカでも同じ問題があっ
て、アメリカではマミートラックといわれていまし
た。社員が一斉にトラックで競走しているときに、
出産育児をする女性たちは、マミートラックという
別のトラックを走っている。全然走り方が違うと。
ワーキングマザーは全然活躍できない。日本もそう
なりかねない。そうならないためには、残業が当た
り前、会社の都合でいつでも転勤が当たり前という
スタンダードを変えるしかない。あとは、男性も育
児を担うということですね。企業がいくら支援して
も行政が支援しても、育児を女性だけが担っている
という状況を変えない限りは、仕事は続けられるけ
どキャリアが上がらない。
要するに、残された課題は男性問題。男性の働き
方の常識を変える。加えて、男性の生き方の常識を
変えて育児をちゃんとやるというのが残された大き
な課題だと思います。
【千葉】　私が政治の世界に入った当時、女性議員は
物珍しい状況でしたが、その後、マドンナブームと
やらでメディアが取り上げたこともあって、波に乗
るような状況にもなりました。ただ、なかなか継続
しなくて、結局、その後も、女性議員は増えそうで
増えない状況が続いてきました。特に、政治は雇用
関係と違って、身分や何かが保障される場ではあり
ませんから、そういう意味で伝統による障壁がある
と思います。
また、志はあっても、組織など大きな力が支えに
ないと、なかなか政治に接点を持つことができな
い。女性は、これまでも社会の大きな力の中に加
わっていない。一定のキャリアを積んだり責任ある
立場を獲得したりしていない。ですから、政治にお
いても部外者みたいな形になってしまって、なかな

かアプローチできない。クオータ制の選挙制度を
採っている国もありますけど、日本はそういうもの
がないのと同時に、小選挙区制、非拘束名簿式の比
例選挙制を採っている。このような現状では、女性
が国政に分け入ってきちっと場を占めることは容易
ではないと感じます。決して、政治家が男女共同参
画の意識を欠いているということではないと思うの
ですが、国政の場に男女共同参画を実現していくの
はとても難しいと思っております。
他方で、最近とても嬉しく思うのは、女性の首長

が増えてきたことです。そういうところで女性が大
いに活躍し、これをみんなで支えるということがで
きれば、一つの転機になっていくと思います。首長
は、政策決定の幅広い権限を持っているので、いろ
んなことを自分なりに工夫してできる。また政党で
選挙するというより、県民党、地域党的な要素が大
きいので、みんなで応援することができます。難し
い問題ではなくて、生活に身近な問題に取り組むた
めに、何かやってみようかな、という女性が今後た
くさん出てくるといいですね。
【市毛】　女性弁護士の首長もいらっしゃいますね。
【千葉】　そうですね。これまでは専業主婦でしたと
いうと、有権者も心配することがあるかもしれませ
んが、弁護士でいろんな皆さんの相談に乗っていた
よというと安心してもらえる点はある。
【斎藤】　国政に参画する
に当たり、弁護士であっ
たことはプラスでした
か。
【千葉】　私には大いにプ
ラスでした。ハッタリは
きかないし大したキャリ
アがあったわけではない
ですが、弁護士というこ
とで、社会的な信頼を得
ることができた。また、
リーガルマインドというか、社会的な正義やルー
ル、そういったものを踏まえながら議論ができる。
そういう素養を身に着けていたのも、チャレンジす
るのに大きな力になったと思います。
【市毛】　弁護士会の現状と課題はどうでしょう。
【石田】　現在、全国で、女性弁護士は6, 000人を超
えています。若手の人たちは25％ぐらいが女性で
す。ただ、最近は伸び率が頭打ちの感もありますの
で、弁護士会が2020年までに女性の割合を30％とす
るいう目標を達成するのは難しいと思っています。
また、弁護士会の意思決定機関である役員につい

ては、小規模会、中規模会では女性の会長が増えて
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いますし、副会長の一人は女性であるという弁護士
会も多くなりました。また、日弁連理事は今年は女
性が 8人と最多です。日弁連の副会長の三人は女性
ですが、来年はどうでしょうか、不安定な状況で
す。複数の女性役員がいるというのがまだまだ当た
り前ではない。
仕事の内容という点では、私の若い頃は、山地の
境界争いだとか、ヤクザ相手の交渉だとか、企業法
務対応だとか、女性にはできないよと普通に言われ
ていましたが、今ではそれらの分野で活躍している
女性がたくさんいるので、共同参画は進んでいると
思います。その一方で、今なお女性弁護士の就職が
厳しいという現状があります。弁護士の世界はまだ
まだ男性社会なので、雇用主である男性弁護士に
は、女性弁護士は出産育児という面で労働力として
使い勝手が悪いという意識が根強く、同じ条件なら
ば先に男性を採るという状況が事実としてありま
す。男女共にワークライフバランスを考えて、働き
方の常識を変えていかないと、弁護士の世界から優
秀な女性が逃げてしまうという危機感を持ってほし
いものです。ところで、海外では女性の会長も珍し
くないと聞きます。日弁連にはまだ女性の会長はい
ませんが、いずれはそのときは来るだろうと思いま
す。弁護士会の意思決定機関に女性の参入が少ない
のは、会務に携わる弁護士の中で女性はもともと数
が少ない上に、会務を継続していく環境、体力、家
庭のサポートという条件に恵まれて役員適齢期に至
る女性が少なかったのだと思います。女性だけが家
庭責任の多くを担っている現状、これが大きな問題
です。弁護士業務に加え家事育児もこなして、会務
まで手が回らないのは当たり前です。これを解消す
るには、家庭責任をパートナーと分担しなければな
らない。そのためには、男性も労働時間を改善する
必要がある。要するに、男女共にワークライフバラ
ンスを保つことが、女性役員の増加のために大事な
ことだと思います。なかなか難しいですが、弁護士
の働き方、これを男女ともに見直さないといけない
ということを男性にも女性にも気付いてもらいたい
です。
【市毛】　男女の働き方の見直し、意識改革はどう
やって進めていったらいいのでしょう。
【岩田】　機会均等を保障すれば女性が男性と同様に
活躍できるのかというと、均等法が施行されて28年
の今日の状況がそうでないことを証明しているわけ
です。それで何かプラスしてやらなければならな
い。厚生労働省はこれをポジティブ・アクションと
言っています。
ノルウェーのように女性の活躍が遅れていた国が
ドラスティックに変わったのはクオータ制度による
ところが大きい。日本にもクオータ制度を導入した

らどうかという意見もあ
ります。ヨーロッパでは
一般的になりつつありま
すしね。他方、ヨーロッ
パの中にあってもイギリ
ス、それにオーストラリ
アやニュージーランドな
ど、情報開示を通じて間
接的に女性の登用を実現
しようとしている国もあ
ります。日本でいうと有
価証券報告書に当たるようなもので、役員・管理職
の女性比率を開示させ、目標があれば目標も開示さ
せるということをやっています。クオータ制度は大
きな改革を起こしますけど、副作用もある。副作用
とは、女性の育成が間に合わない場合に起こる女性
優遇です。女性自身これを嫌がりますし、男性は逆
差別だと反対する。経営者も適材適所の人事ができ
ないので困る。このような女性優遇を起こすのは良
くないし、かといって何もしないで待つわけにはい
かない。そこで、情報開示手法によっているんで
しょう。
日本の動きというのは、後者だと思います。早く

女性を育成するためにやって欲しいなと思って、私
が主張しているのが、ゴール＆タイムテーブル方式
です。数値目標を各社ごとに決めて、これにチャレ
ンジしていく。どういう目標を掲げるのかについて
は政府が一律で決めるのではなく各社で決めてい
い。自分の身の丈にあった目標でいい。そして、ど
ういう目標を決めたか、また、毎年毎年の進捗情報
を情報開示してくださいというものです。実は、今
政府でもそういう流れになっております。クオータ
制度のように、結果にコミットするのではなく、女
性をいつまでにはこういう姿にするという育成目標
を掲げるのです。このような取組は、弁護士会のご
参考にもなるかと思います。
次に、ワークライフバランスの実現についてで

す。これはとても難しいのですけど、できている企
業もあります。たとえば、高島屋は、残業時間が一
週間に一時間もないぐらいです。それから第一生命
も一週間一時間半ぐらいですね。昔は、長く働いて
会社にずっといる人が会社に貢献している人とされ
ていましたが、ワークライフバランスが実現されて
いる会社では、成果を出すのにかかった時間は問わ
れない。とにかく大きな成果を出した人が評価され
る。さらには、成果を時間当たりで見ることを私は
提唱しています。育児中で残業が全くできない、あ
るいは短時間勤務している人でも時間当たりで成果
をしっかり出しているのであれば評価される。男性
だってアウトプットの総量で評価されるのではなく
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座談会

て時間当たりで評価されると思えば残業なんてしな
いでしょう。特に優秀な人であれば短時間で成果出
して家に帰りますよ。評価基準や業務プロセスを見
直すというのは大仕事、いわば業務改革です。どう
すれば余計な仕事が削ぎ落せるのか、どうすれば同
じアウトプットを出すためのマンパワーを最小限に
できるのかを考え実行する。たとえば、決裁権限を
なるべく現場に下ろすとか、それから仕事のプロセ
スをマニュアル化して新人でもすぐできるようにす
るとか。そういう風に努力してワークライフバラン
スを達成する企業が生まれているのだと思います。
また、女性の意識の問題なのですが、確かに女性
のマジョリティは管理職になりたくないと思ってい
る。というのも、第一に管理職になるとますます責
任が大きくなって家庭と両立しにくい。第二にやっ
ぱり若い時からの鍛えられ方が男性とは違う。それ
は、どこでどんな仕事を担当してきたか、チャレン
ジングな経験をしてきたかに起因します。能力を伸
ばすような仕事を、女性はあまりさせてもらえてい
ないのです。鍛え方の違いが女性の上昇志向を作っ
ていないんです。第三に、女性に対する期待が女性
に届いていない。そもそもコース別雇用管理を導入
してコース間の転換も不充分なまま、圧倒的に多い
一般職の女性に向かって頑張って欲しいとか言われ
ても頑張れないじゃないですか。
それに、男性型の働き方に加えて、年功的な登用
制度もやめた方が良いと思うのですよ。年齢に関係
なく男女問わず抜擢する。人間30歳になったら優秀
な人だったらどんなことでも務まると思いますから
ね。発想力豊かな若い女性も多いので、若手（男女）
を思い切って登用すると、結果として女性が増える

でしょう。政治でも、企業でも、弁護士会でも。そ
れが女性の活躍を後押しするんじゃないですかね。
【石田】　なるほど、そうですね。
日弁連では、数値目標も含めた男女共同参画推進

計画を構築して推進しています。研修の実施、地方
会へのキャラバンの実施、単位会や弁連との情報交
換と情報共有、また女性弁護士偏在解消の取組等を
続けてきました。また、出産・育児の際の会費の減
免措置等も設けられていますし、今後とも子育て支
援を充実させていきたいですね。
弁護士という職業が、女性にとって働きやすく、

実力を生かせるやりがいのある魅力的な職業であり
たい、そして志を持つ女性がどんどん私たちの業界
に入ってきていただきたい。そのために、弁護士会
が取り組んでいかなければいけないと思います。
私たちは、業務の関係では、依頼者の期待を受

け、事件で鍛えられて、伸びていきます。会務の関
係でも、貴方たちに期待しているよとメッセージを
もっと出していく必要があると思いました。
また、法廷業務にとどまらず、その他の業務分野

にも、女性弁護士がその能力を生かして進出して
いってほしいとも思います。私たちは、仕事の中で
交渉力、論理力、説得力、決断力等々、いろんなも
のが磨かれているわけですから、その内在する力を
利用して多方面、例えば、政治の世界や企業の世界
にも関わっていくこともできる。それができるよう
にどのように動機付けるか、どのような環境を整備
すべきか、これは弁護士会全体で考えていくことが
大事ではないでしょうか。
【市毛】　本日は貴重なお話をありがとうございまし
た。
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定期総会開催される
　平成26年度定期総会が、平成26年 5 月14日に弁護士会館クレオ
で開催された。総会では、前年度に引き続き支部を全弁護士会に
設けることを目指すこと及び支部活動の一層の充実強化を第一
の活動目標に掲げる平成26年度の活動方針が採択された。続いて
各支部からの報告と意見交換が行われ、各地の活動状況が報告さ
れた。各地で弁政連会員を集めるのに苦労されていること、弁政
連活動に意義を認めていただくための活動の在り方等について
情報交換がなされたほか、会員になっていただくためには会費免
除の拡充も検討課題であるとの意見も出された。総会後に、日弁
連執行部にもご参加いただいて、懇親会を開催した。（幹事長　出井直樹）

平成26年度（2014年度）活動方針
日本弁護士政治連盟（弁政連）は、日本弁護士連合会（日弁連）及び弁護士会の政策実現を支援するため、自らを、「法
の担い手」である弁護士と「法の作り手」である政治（国会、地方議会）とのかけ橋として位置付け、以下の方針のもとで
活動して参ります。

1 ． 支部未設置地域を解消し、支部活動の一層の充実強化を図ります。
全国各地域における支部の存在とその充実した活動こそが、弁政連活動の源泉であり推進力でもあります。弁政連は、本
年度中の支部未設置地域解消の実現を目指すとともに、各支部の活動のより一層の強化をはかって参ります。

2 ． 会員拡大を推進し、議員等との交流をより活発にして、内外共に、より存在感のある組織とし
ます。

さまざまな機会に弁政連の存在をアピールしその意義を理解していただくとともに、会員が参加できる企画を実行するこ
とによって、会員数の拡大をはかって参ります。また、若手議員との交流や各支部での弁護士の職域拡大にもつながりうる
活動によって、弁政連の組織と活動を若手会員にとっても魅力のあるものとするよう努めます。

3 ． 日本弁護士連合会、弁護士会連合会及び単位弁護士会との連携を強め、政党、国会議員、地方
議会議員及び自治体首長等に対する組織的な要請活動を行います。

民事・刑事・司法基盤整備を含む改革諸課題、法曹養成制度の改革、震災復興等日弁連が実現を目指し対応を迫られる重
要政策課題について、日弁連等との連携を密にし、政党、国会議員、地方議会議員、自治体首長等に対する弁政連本部及び
各支部における組織的な要請活動を行って参ります。

4 ．政治・行政の場での弁護士のさまざまな活動を推進します。
弁護士の活動の場として政治・行政が注目されています。国会議員・地方議会議員への弁護士の立候補や立候補に向けた
育成の支援、政策秘書、政府機関・自治体における任期付職員、「法務」区分総合職等、弁護士のこれら政治・行政の場に
おける活動を推進するため、様々な場と機会を提供し、これを支援して参ります。

5 ．国政選挙に際し、実績に基づく適正な選考による推薦活動等を行います。
国政選挙においては、日弁連等と連携した組織的要請活動をより効果的なものとするため、全国各支部からの意見等も踏
まえつつ、所属政党にとらわれず、実績に基づいた適正な推薦活動等を行って参ります。

6 ．広報活動を充実させます。
広報活動は、組織の存在感を高め、透明性を与え、信頼度を増すために重要です。「弁政連ニュース」や、ホームページ

等の広報媒体をより充実させることにより、活発な広報活動を展開して参ります。

7 ．司法制度の利用者である国民の観点に立って、弁護士の活動領域の拡大・確保に努めます。
司法制度の利用者である国民の観点に立って、弁護士の活動領域の拡大に努めて参ります。同時に、国民の権利利益を適
正に擁護するという観点から、他の職種の法律事務領域への権限拡大運動に対しては、日弁連とも緊密に連携して、適切な
対応に努めて参ります。
 以　上
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Ｑ．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ． 政治に信義と正義と道義を取り戻すために
検察庁や法務省で働く中で、行政や司法がいくら
頑張っても、政治がしっかりしないと限界があると
感じました。政治に信義と正義と道義を取り戻した
いと思ったのが一つめの動機です。二つめの動機
は、省庁の壁を越えて、国民のための活動をしたい
と思ったからです。そんな折、故郷で公募がありま
したので、霞ヶ関を脱藩して公募に応じました。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．法律のユーザーとしての視点
法律家としての経験は確実に生きています。解釈
の勘所を知っているので、法律の議論も建設的にす
ることができます。また、法律のユーザーだからこ
そ、制度の欠陥や足りない部分に気付くことができ
ます。官庁は理屈がないと動きませんが、逆に理屈
があれば動きます。理屈をしっかり構成できるのは
法律家ならではだと思います。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ． 三権の改革をリードし、日本を法律で支
えたい

実現したい課題はたくさんあります。 まず国会
を、ちゃんと仕事をする場にしたいと思います。日
程闘争に明け暮れるのではなく、政策論争をしっか
りする場にしたいです。次に行政改革。縦割りの省
庁に横串を通し、役人が省庁の垣根を越えた仕事を
できるようにしたいと思います。司法制度改革につ
いては、法曹の潜在力を社会が十分に使えているか
という問題意識を持っています。法律家として三権
の改革をリードすると共に、日本社会の成長源であ
る知財、中小企業、地域の活性化を法律で支えてい
く、そんな活動をしていきたいと思います。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．法曹の力がもっと必要
国会議員の活動には省庁の垣根がなく、すべての
ことに関与できます。おかしいと思うこと、変えな
ければいけないと思うことを、実際に変えていける
のがすごくいいですね。
発災直後に小口先生と見た岩手県沿岸部の景色が
今でも忘れられません。その想いが原発事故賠償の
時効延長法案への原動力になりました。
日本は諸外国に比べて、まだまだ法律家出身の議
員が少ないです。これから先、法曹としての力が国
会にも必要になってくると思います。同じ法曹仲間
として、日本を良くするために法律や政策を作って
いけたらと願っています。

弁護士議員に聞く

山　下　貴　司　議員
 衆議院・岡山 2区（自由民主党）

（インタビュアー　広報委員会副委員長　小口幸人）

山下議員には、東日本大震災の 2週間後、被災
地でお会いしたことがあったので、改めてお話を
伺うことができ、とても光栄でした。法律家出身
の議員がもっと必要だというメッセージには、特
に熱いものを感じました。 （小口幸人）
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Q．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ．子どものときからの夢
私は、弁護士になってから政治家を目指したわけ
ではなく、元々政治家志望でした。実は、 5歳の時
から「政治家になりたい」と考えていました。その
ため、大学までは主に政治や経済の勉強をしてい
て、法律の勉強はほとんどしていませんでした。た
だ自分には地盤も看板もありませんでしたので、す
ぐに政界に身を投じるわけにもいかず、社会の中で
見聞を広めたいという思いもあったことから、大学
を卒業するにあたり、弁護士となることを目指しま
した。弁護士になってからしばらくは法律実務に直
接携わり、弁護士業務にもやりがいを感じていまし
たが、政治家への夢はあきらめておらず、平成22年
に自民党の候補者公募に応じることにしたのです。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．重要な役割への近道
私は、法学部出身でもなく、正直なところ法律の

専門家を自称することには躊躇を覚えます。しか
し、周りは私を弁護士出身ということで、法務部会
や司法制度調査会などに推薦してくれました。弁護
士であったからこそ国政の場で重要な役割を担えて
いるという意味では、やはり弁護士になってから政
治家になったことは正解だったと思います。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．何より、教育改革
日本は過去には有為な人材を多数輩出していまし
たが、近年はトップレベルの人材を養成できていな
いと感じます。国づくりは人づくりといいますが、
そこにいう「人」とは、ただ能力が高いというだけ
ではなく、自分よりも他人を大切にできる人でなけ
ればなりません。そのために教育基本法を始めとし
た法律の改正もそうですし、道徳教育の充実などカ
リキュラムの内容を含めた抜本的な対策を考えるべ
きです。これらは一朝一夕にできることではありま
せんが、政治家として是非実現したいと思います。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．理想と信念を保持してほしい
まだ一期目ということもあり、なかなか思いどお
りにならないという印象を持っています。弁護士が
法と現実の狭間に立って活躍する仕事だとすれば、
政治家は理想と現実の狭間に立って活躍する仕事で
す。理想は崩れやすく、法理論のように確固とした
ものではありません。だからこそ政治家として理想
と信念を持ち続けていくことが何より重要だと考え
ています。
　

弁護士議員に聞く

今　野　智　博　議員
 衆議院・比例北関東（自由民主党）

（インタビュアー　企画委員会委員長代行　豊田賢治）

二世議員でもなく、子どものときから政治家を
目指してそれを実現する人は、実は稀ではないか
と思います。教育改革には私が知るだけでも数多
くのハードルがありますが、今野議員には是非頑
張ってほしいです。 （豊田賢治）
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朝食懇談会報告

自由民主党（ 5月15日）
　 5月15日、自由民主党との朝食懇談会が開催された。自民党から、保岡興治議員、森英介議員をはじめ17名の国
会議員の先生方にご出席いただき、弁政連及び日弁連側から、平山正剛弁政連理事長、村越進日弁連会長以下24名
が出席する盛会となった。
　保岡興治議員にご挨拶をいただいた後、日弁連側から、①災害
復興問題への対応（災害弔慰金の支給・震災関連死の認定問題
等）、②刑事司法改革（えん罪事件の防止策等）、③法曹養成問題
（司法試験合格者数の見直し等）について説明・要請がなされた。
国会議員の先生方からは、各課題に対するご意見の他、一票の格
差問題、犯罪被害者支援、弁護士の職域拡大、他士業の業法改正
に関するロビイング活動の状況等について貴重なご意見・ご要望
をいただいた。
 （企画委員会副委員長　関口慶太）

公明党（ 5月16日）
　 5月16日、公明党との朝食懇親会が開催された。山口那津男代表は、被災地復興や経済再生等、様々な現実的課
題がある中で、集団的自衛権の議論に熱中するのは国民の期待に反すると述べ、与党協議に向けて慎重な姿勢を示
した。また、北側一雄議員は、歴代の政府答弁との論理的整合性
や法的安定性の確保という観点からの議論が必要だと指摘し
た。続いて、取調べの録音録画制度に関する法制審議会特別部会
の試案に対して、遠山清彦議員から、例外事由等については議論
の余地があるものの、基本的には歓迎するという意向が示され
た。さらに、石田祝稔議員から復興特別区域法に関する衆議院復
興特別委員会附帯決議について、大口善徳議員から法曹養成に関
する緊急提案について、それぞれ説明がなされ、井上義久幹事長
がまとめの挨拶をされた。 （企画委員会副委員長　萱野　唯）

民主党（ 5月22日）
　 5月22日に、海江田代表、大畠幹事長をはじめとして14名の国会議員の方のご出席をいただき、民主党と日弁連・
弁政連の朝食懇談会が、ホテルニューオータニで開催された。憲
法問題に関し、民主党の先生方は、立憲主義を守るという立場を
明確にされ、集団的自衛権に関する憲法問題につき、どのように
対応すべきか具体的に意見を述べられた。また、法曹養成問題に
関し、ロースクール制度を改革していくという考え方と、予備試
験を重視していくという考え方の双方のお立場の先生がそれぞ
れ率直なご意見を述べられた。これらの論点につき、重点的に貴
重なご意見をいただき、充実した会合となった。
 （企画委員会副委員長　加藤　賢）

各政党との朝食懇談会報告
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災害復興問題について
　まず、震災関連死が直接死をすでに上回っている福島県、審査会を県に委託した市町村と独自に設けた市町村とで
審査の平均時間や認定率に有意的な差が生じている岩手県、震災から 6か月以上後の震災関連死の申請受理件数自
体が極端に少ないといった宮城県の各問題である。避難生活の解消・環境改善、合理的な規準の策定が課題である。
　次に、 4月に災害復興特別区域法改正法が可決成立した際に併せて採択された柔軟な運用を求める委員会決議に
沿ったガイドライン策定の課題である。策定に際して被災自治体の意見を尊重すること、とりわけ任意交渉につい
ては、不可欠とはせず、交渉が必要だとしても面談にこだわらず郵便等書面による交渉で足りるようにすることが
ポイントと思われる。 （日本弁護士連合会副会長　内田正之）

刑事司法改革について
　法制審議会刑事司法特別部会が本年 4月30日から最終ステージを迎えている。日弁連は、えん罪を生まない刑事
司法制度の構築を目指して、昨年 1月に取り纏められた「時代に即した新たな刑事司法制度の基本構想」の中のテー
マについては、（ 1）全事件全過程の取調べの可視化、（ 2）全面的証拠開示、（ 3）人質司法の打破、（ 4）被疑者
国選弁護の対象犯罪の拡大が最大限見通せる刑事司法改革がなされるべきであるとして審議に臨んできた。しか
し、この基本構想には、捜査機関が強く求め、日弁連が反対している通信傍受の対象範囲の拡大や司法取引の導入
も審議されており、要綱答申後の国会論議でも、えん罪を生まない刑事司法制度とされるよう各政党に要請した。
 （日本弁護士連合会副会長　神　洋明）

法曹養成制度について
　法曹志望者の大幅減少という危機的状況を解消し、多くの人材が法曹を目指せる法曹養成制度を実現するため、
日弁連は、司法試験合格者の減員、法科大学院の統廃合と定員削減、予備試験の制度趣旨に沿った運用、修習生等
の経済的支援の 4つを総合的に検討すべきであると考えている。すなわち、司法試験合格者数をまずは1500人程度
まで減員するとともに、教育状況に問題を抱える法科大学院の統廃合と大規模校の定員削減を進める必要があると
思料している。また、経済的問題を抱える人等の救済のルートのはずの予備試験の受験者の大半が学部生・法科大
学院生等で占められており、運用の見直しが必須となっているし、法曹志望者の呼び戻し策として経済的支援の実
現も喫緊の課題と考える。 （日本弁護士連合会副会長　髙中正彦）

説明に使用したポンチ絵は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

各テーマの要点を簡潔にまとめたポンチ絵

日本弁護士連合会からの説明は、以下のとおりです。
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日本維新の会（ 4月25日）
　日本維新の会との朝食懇談会では、主に災害復興、刑事司法改革の必要性、法曹養成問題の 3点について意見交
換がなされた。
　災害復興の面については、弁護士の役割について一定の理解が
示されたように思う。刑事司法改革の必要性については、検察の
見解と弁護士会の見解の対立について言及され、その他メディア
との関係について活発な意見が出された。法曹養成問題について
は、「『就職難』は甘えではないか？」という厳しい意見も出たが、
概ね実状を理解してもらえたように思う。
　日本維新の会の議員の方々はバックボーンも様々で、それぞれ
独自の意見を持っていらっしゃることを強く感じた。
 （企画委員会委員長代行　豊田賢治）

みんなの党（ 5月 7日）
　 5月 7日、日本弁護士政治連盟主催で、みんなの党との朝食懇談会が開催された。みんなの党側からは、浅尾慶
一郎代表、水野賢一幹事長、中西健治政調会長をはじめ 9名が出
席され、日弁連及び弁政連からは、村越進会長、平山正剛理事長
以下25名が出席した。
　意見交換では、日弁連要望事項のみならず、集団的自衛権、企
業内弁護士の在り方、児童ポルノ等幅広い分野の議論が積極的に
行われた。中でも、集団的自衛権については同党内での関心も高
く、解釈論についての具体的な質問も出された。
　同党は 4月に代表が交代したばかりで、今後具体的な政策が変
化する可能性もあり、その動向が注目される。
 （企画委員会副委員長　松本常広）

日本共産党（ 5月21日）
　 5月21日、日本共産党との朝食懇談会が開かれた。冒頭の挨拶において志位和夫委員長は「集団的自衛権の問題
については、立場を超え、立憲主義の破壊だという点で協力していき
たい」と連携を呼びかけた。また、山下芳生書記局長も、国民の過半
数が集団的自衛権容認に反対しており国民的議論が必要だと述べた。
続いて、高橋千鶴子議員からは、復興特区法について柔軟なガイドラ
インを今後いかに作っていくか、との問題意識が示されるとともに、
震災関連死については事案をしっかりと公表をすべきだという日弁連
の提案に対して理解が示された。さらに、法曹養成問題に関しては仁
比聡平議員から、給費制の復活が必要との意見が出された。
 （企画委員会副委員長　萱野　唯）

結いの党（ 6月 4日）
　 6月 4日、日本弁護士政治連盟主催で、結いの党との朝食懇談会が開催された。結いの党側からは、小野次郎幹
事長、柿沢未途政調会長をはじめ 9名が出席され、日弁連及び弁政連
からは、村越進会長、平山正剛理事長以下20名が出席した。
　意見交換では、小野次郎幹事長から集団的自衛権との関係で立憲主
義を堅持していくべき旨の発言があったほか、各議員との間で法曹養
成問題、被災者支援問題等について活発な議論が行われた。今後同党
は維新の会との合併交渉という局面を迎えるが、日弁連とも政策面で
一致する部分については今後とも協力関係を築いていきたいとの認識
が示され、和やかなうちに会は終了した。
 （企画委員会副委員長　松本常広）
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支部活動ヘッドライン
　本部広報委員会では、『支部活動ヘッドライン』として、各支部の対外的活動内容を一覧表にして、全国の
弁護士にお知らせしています。支部活動の参考にしていただければ幸いです。

日　　付 支　　部 活　動　内　容

平成26年 3 月 8 日 熊 本 県 議員（国会議員、県議会議員、熊本市議会議員）と弁護士との懇談会

平成26年 5 月17日 茨　　城 自由民主党国会議員との意見交換会

平成26年 5 月17日 徳　　島 地域司法の充実に関する国会議員及び地方議会議員との意見交換会

弁政連神奈川支部では、神奈川県下の地方議会議員と勉強会・交流会を行っている。以前行った横浜市議会

議員との勉強会・交流会では約40名の参加者があり、若手弁護士の参加者が多いのが目立った。今年の 7月 4

日（金）にも県西地域（横浜地方裁判所小田原支部の管轄内）の地方議会議員との勉強会・交流会が予定され

ている。

勉強会では、公職選挙法など実務的な問題などを扱い、交流会では、地方議会議員と弁護士とがどのように

関わることができるのかその可能性及び具体的な方策について議論が行われた。地方議会議員と弁護士とがお

互いに良好な関係を作ることができれば、市民の法的トラブルに速やかに対応でき市民の権利・利益の迅速な

救済・擁護が可能となる。このことは、弁護士、特に若手弁護士にとって新たな活躍の場を提供することにも

なる。弁政連神奈川支部では、参加議員の選挙区ごとに参加弁護士を紹介し、何か法的問題が生じた場合には

その弁護士にいつでも相談できるような仕組みを作ることを考えており、一部実施しているところである。

神奈川県には弁護士会の支部が 4つあるので、今後も随時各支部で地方議会議員との勉強会・交流会を実施

し、地方議会議員との結びつきを深めて行きたい。今後の具体的な活動として、弁護士の活動領域の拡大を一

つの軸として、地方議会議員のニーズの多い条例制定や成年後見の問題等をテーマに勉強会を開催するととも

に、参加した地方議会議員と弁護士とが協働して研究を行うワーキンググループ等を設置し恒常的な活動を

行っていきたいと考えている。

 以　上

地方議会議員と弁政連神奈川支部会員との勉強会・交流会
 神奈川支部　幹事　井澤秀昭（55期）
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全国弁護士市長会総会開催される
本年 6月 4日ホテルニューオータニにて、全国弁護士市長会総会が開催された。総会には、弁護士資格を有する

市長として、鈴木俊美栃木市長（栃木県弁護士会32期）、川合善明川越市長（東京弁護士会31期）、濱田剛史高槻市
長（大阪弁護士会48期）、泉房穂明石市長（兵庫県弁護士会49期）、酒井隆明篠山市長（元兵庫県弁護士会33期）、
山下真生駒市長（元大阪弁護士会52期）が出席、オブザーバーとして、日本弁護士連合会村越進会長ほか 4名、日
本司法支援センターから田中晴男理事ほか 1名、日本弁護士政治連盟か
ら平山正剛理事長ほか 2名が出席した。山下生駒市長の議事進行により、
各市での活動状況の報告に引き続いて、日弁連、日本司法支援センター、
弁政連それぞれからも自治体への任期付職員の人材供給を始めとする取
組の報告等を行い、また意見交換を行った。全国弁護士市長会は、2012
年から開催され、総会以外に、昨年 7月に大津市で、本年 2月に篠山市
で弁護士市長会を開催し、情報交換に努めている。本会の、そして各市
での、今後の活動の発展が期待される。 （幹事長　出井直樹）

本部人事について

支部人事について

　支部長　　田中彰寿
　副支部長　小川達雄

見野彰信事務局長に代わり、作間豪昭会員が事務局長に
就任

京都支部 札幌支部

組織強化委員長の就任ご挨拶

菊地裕太郎
副理事長・常務理事・組織強化委員長
東京弁護士会
平成25年度　東弁会長
平成25年度　日弁連副会長

※見野彰信理事（札幌）が 3月31日付け辞任
　作間豪昭会員(札幌）を後任理事に選任（ 4月18日付け）

※松本新太郎会員（千葉県）を 4月18日付けで理事に選任

※ 塚本誠一副理事長（京都）及び吉川哲朗理事（京都）が平
成26年 4 月24日辞任

　 小川達雄会員（京都）及び浜垣真也会員（京都）を後任理
事に選任（ 5月 8日付け）

※宮﨑誠理事（大阪）が 4月10日付け辞任
　福原哲晃会員（大阪）を後任理事に選任（ 6月20日付け）

山岸良太
副理事長
第二東京弁護士会　
平成25年度　二弁会長
平成25年度　日弁連副会長

横溝高至
副理事長・常務理事
第一東京弁護士会　
平成25年度　一弁会長
平成25年度　日弁連副会長

　此度、弁政連常務理事・組織強化委員長に就任致しました。東弁33期です。
　会員増大を図ることがミッションです。お得感とまではいかなくとも、会員に弁政連活動の有用性を訴え、参加の意義（心
意気）を感じてもらう必要があります。
　ことに地方単位会では地元選出の国会議員や自治体議員との結びつきが太いことから、日弁連の諸々の政策意見の反映や
議会要請など、効果的な活動を行うパイプ役となって戴いたり、また私がセンター長を務めている日弁連行政連携センター
とタイアップして単位会と自治体との連携（条例づくりのお手伝いも始めています）に一役買ってもらうなど、弁政連会員
ならではの活躍の場を大いに広げアピールしていきたいと考えております。
　皆で一人でも多くの会員の参加を募りましょう、頑張ります！

ダイバーシティーとインクルージョンが組織活性化の基礎ですね。（さいとう）
『天の半分』という有名な言葉を引用するまでもなく、社会の半分は女性で成り立っていることを改めて認識してい
ます。（おがわ）

政界の男女共同参画は我が国の重要課題。まずは弁政連から…。（いちげ）
弁護士と政治の距離の近さを、改めて認識しています。弁政連の更なる活躍が必須ですね。（おぐち）

編集後記


